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23年度 24年度 25年度 71,374 71,374 25年度 26年度 27年度 112,995 112,995

1 総
鳥獣保護管理
事業

法令の規定に基づ
く、鳥獣の捕獲等
許可事務及び飼養
登録事務並びに有
害鳥獣の苦情相談

申請及
び相談
のあっ
た市民

定
例
定
型

有害鳥獣捕
獲
用はこわな
の
貸し出し

年110件 年110件 年110件 1,232 70件

有害鳥獣捕獲檻の年
間貸出目標年１１０
件に対し６３．６％
の７０件である。獣
捕獲の貸出し件数が
減少しており、被害
も減少している。

Ｂ 鳥獣保護管理事
業

 法令の規定に基
づき、鳥獣の保
護と鳥獣による
生活環境、農林
水産業又は生態
系に係る被害を
防止し、豊かな
自然環境の確保
及び健全な地域
社会の発展に資
することを目的
とします

市民

定
例
定
型

有害鳥獣捕
獲頭数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・
ﾊｸﾋﾞｼﾝ・ﾀﾇ
ｷ）

年６０頭 年６０頭 年６０頭 2,156 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成２４年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

とします。

1
鳥獣保護管理
事業

鳥獣捕獲等及
び鳥類の卵の
採取等の許可
事務

許可件数 年80件 年70件

鳥獣捕獲等及
び鳥類の卵の
採取等の許可
事務

許可件数 年５０件

予
算
な
し

1
鳥獣保護管理
事業

メジロ又はホ
オジロの愛玩
飼養の登録事
務

飼養登録羽数 ２羽 ０羽

メジロ又はホ
オジロの愛玩
飼養の登録事
務

飼養登録羽
数

２羽

予
算
な
し

1
鳥獣保護管理
事業

有害鳥獣の苦
情相談及び捕
獲檻の貸出し

有害鳥獣捕獲
檻貸出数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾊｸ
ﾋﾞｼﾝ・ﾀﾇｷ）

１１０件 ７０件 821
有害鳥獣の苦
情相談及び捕
獲頭数

有害鳥獣捕
獲頭数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・
ﾊｸﾋﾞｼﾝ・ﾀﾇ
ｷ）

年６０頭 1,316
維
持

1
鳥獣保護管理
事業

有害鳥獣（カ
ラス）の巣の
撤去

撤去件数 年３０件 年２３件 411
有害鳥獣（カ
ラス）の巣の
撤去

撤去件数 年３０件 840
維
持

2 総
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防法によ
り義務づけられて
いる犬の登録及び
狂犬病予防注射に
関する事務を行
い、狂犬病の発生
の予防に寄与す

犬の飼
い主

定
例
定
型

新規登録頭
数

年1,300頭 年1,300頭 年1,300頭 2,006 995頭

年間新規登録件数の
目標１３００頭に対
し７６．５％の達成
の９９５頭の登録数
であった。

Ｂ 狂犬病予防事務
事業

　狂犬病の発生
を予防し、これ
を撲滅すること
により、公衆衛
生の向上及び公
共の福祉の増進
を図ることを目

市内の
飼育犬
の飼い
主

定
例
定
型

 注射率
（狂犬病注
射頭数／畜
犬登録頭
数）×100

100% 100% 100% 2,234

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

位
置
付
け
な
い
が
取

み
を
進
め
る

なし
維
持

の予防に寄与す
る。

を図ることを目
的とします。

取
り
組

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防注
射事務

新規登録頭数
年1300
頭

995頭
狂犬病予防事務
事業

狂犬病予防注
射事務

新規登録件
数（未登録
犬を含）

1000頭

業
務
計
画

予
算
な
し

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防注
射事務

注射率 100％ 83％ 1,445
狂犬病予防事務
事業

狂犬病予防注
射事務

注射率
（狂犬病注
射頭数／畜
犬登録頭
数）×100

100％ 1,486

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い

が
取
り
組
み
を

進
め
る

④選択と集中の
徹底・自主財源
の確保

100%

登録犬全て
が狂犬病予
防注射を接
種する。

25
未接種犬に対
し電話催告を
行う。

なし
維
持

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防定
期集合注射の
実施

実施会場数 30ヶ所 30ヶ所 561
狂犬病予防事務
事業

狂犬病予防定
期集合注射の
実施

実施会場数 30ヶ所 748

業
務
計
画

維
持

2
狂犬病予防事
務事業

登録手数料及
び注射済票交
付手数料の徴
収

注射済票(再)
交付手数料徴
収件数

年
11,600
件

年
12,216
件

狂犬病予防事務
事業

登録手数料及
び注射済票交
付手数料の徴
収

注射済票
(再)交付手
数料徴収件
数

年
12,500
件

業
務
計
画

予
算
な
し

3 総 動物愛護事業

動物の愛護と適正
な飼養について啓
発を行うととも
に、理解と関心を
深めるため、動物
愛護週間に合わせ
たペット写真展及
び動物フェスティ
バルを実施する

動物の
飼い主
及び関
係する
市民

定
例
定
型

躾け教室開
催、
犬猫の苦情
相談件数

年１回

年７０件

年１回

年７０件

年１回

年７０件
2,431 １１０件

しつけ教室について
は、昨年天候不順の
ため実施できなかっ
たが、今年は実施し
た。苦情件数は目標
70件に対して110
件と増加したが、全
て対応が出来た。

Ａ 動物愛護事業

動物の愛護と
適正な飼養に
ついて、飼い
主の理解と関
心を深め、マ
ナー等の啓発
を推進して快
適な市民の生
活環境を保全

市民、
ペット
の飼養
者

定
例
定
型

犬猫の苦情
受付件数
（苦情の対
応率）

年１３５件
（100％）

年１３５件
（100％）

年１３５件
（100％）

3,286

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

バルを実施する。
て対応が出来た。 活環境を保全

します。

3 動物愛護事業
ペット写真展
の実施

実施回数 年１回 年１回

3 動物愛護事業
長寿犬表彰式
の開催

開催回数 年１回 年１回 189 動物愛護事業
長寿犬表彰式
の開催

開催回数 年１回 200

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
ペットのしつ
け教室及び避
難訓練

開催回数 年１回 年１回 95 動物愛護事業
ペットのしつ
け教室及び避
難訓練

開催回数 年１回 99

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
犬猫の苦情相
談処理

苦情受付件数
(苦情処理簿)

年70件 年110件 1,747 動物愛護事業
犬猫の苦情相
談処理

苦情受付件
数

年135件 1,769

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
犬猫迷惑防止
看板の配布

配布枚数 年300枚 年927枚 400 動物愛護事業
犬猫迷惑防止
看板の配布

配布枚数 年500枚 450

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業 動物愛護事業
犬のふん放置
対策パトロー
ル

実施回数 年２回 438

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業 動物愛護事業

しつけ等の飼
養についての
アンケート調
査

実施件数 3000件 330

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 71,374 71,374 25年度 26年度 27年度 112,995 112,995

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成２４年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

4 総
地域猫活動モ
デル事業

地域猫活動をして
いる団体を支援
し、地域猫活動を
推進する。

地域猫
活動を
してい
る団体

定
例
定
型

補助団体 年１団体 年３団体
地域猫活動モ
デル事業

18 １団体

飼い主のいない猫に
よる生活環境への被
害に対し、モデル事
業としてモデル地区
の活動の支援を行
い、不妊・去勢手術
を実施し一定の成果
を得た。

Ａ 地域猫活動モデ
ル支援事業

人と動物の共生
に配慮し、地域
猫活動事業に取
り組む団体を支
援し、生活環境
への影響に対す
る効果が得られ
るか検証すると
ともに、事例集
を作成・公表し
ます。

市民、
地域猫
活動ボ
ラン
ティア
グルー
プ

定
例
定
型

地域猫活動
モデル地区
数

３地区 ３地区 ０地区 668

業
務
計
画

現状維
持

な
し

なし
維
持

4
地域猫活動モ
デル事業

地域猫活動モ
デル事業

補助団体 年１団体 年１団体 18
地域猫活動モデ
ル支援事業

地域猫活動モ
デル事業

補助団体 年３団体 668

業
務
計
画

維
持

5 総
公衆便所維持
管理事業

市民等の便益施設
としての公衆便所
を整備し、及び維
持管理し、公衆衛
生の向上を図る。

利用す
る市民
等

定
例
定
型

公衆便所清
掃

日３回 日３回 日３回 21,689 ３回

公衆便所の一日の平
均清掃回数３回を設
定し、それを確保で
き、事業の目的達成
の効果が現れてい
る。

Ａ 公衆便所維持管
理事業

快適な公衆
便所の提供
と環境衛生
の確保を推
進します。

　駅周
辺及び
海岸へ
の来訪
者及び
市民

定
例
定
型

環境保全課
管理等の
公衆便所施
設数

６施設 ６施設 ６施設 22,417 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

5
公衆便所維持
管理事業

既設公衆便所
の維持管理

１日平均清掃
回数

３回 ３回 21,689
公衆便所維持管
理事業

既設公衆便所
の維持管理

１日平均清
掃回数

３回 22,417
維
持

6 総
公衆浴場支援
事業

公衆浴場組合の支
援、公衆浴場の運
営及び施設整備に
対する補助を行
い、公衆衛生の向
上を図る

市内の
公衆浴
場

定
例
定
型

施設整備等
補助の実施

対象浴場
３箇所

対象浴場
３箇所

対象浴場
３箇所

240 ２箇所

公衆衛生の確保に向
けては、公衆浴場を
残していくことが必
要で、市内の２浴場
に対して補助制度を
設けている

Ａ 公衆浴場支援事
業

　公衆浴場に対
し、行政が経営
を支援すること
により､地域の市
民の保健衛生の
確保を図りま

一般公
衆浴場
（市内
３箇
所）

定
例
定
型

公衆浴場確
保対策
事業費補助
の実施
（対象浴場
箇所数）

２件 ２件 ２件 240
現状維
持

な
し

なし
維
持

上を図る。 設けている。 す。
所）

箇所数）

6
公衆浴場支援
事業

公衆浴場協同
組合への事業
費補助

協議回数 補助辞退 補助辞退
公衆浴場支援事
業

公衆浴場協同
組合への事業
費補助

協議回数 補助辞退

予
算
な
し

6
公衆浴場支援
事業

公衆浴場施設
の整備費補助

施設整備の実
施

３箇所 ０箇所
公衆浴場支援事
業

公衆浴場施設
の整備費補助

協議回数 年１回

予
算
な
し

6
公衆浴場支援
事業

公衆浴場確保
対策に要する
経費の補助

公衆浴場確保
対策補助の実
施

２箇所 ２箇所 240
公衆浴場支援事
業

公衆浴場確保
対策に要する
経費の補助

公衆浴場確
保対策補助
の実施

２箇所 240
維
持

7 総
海岸美化推進
事業

美化キャンペー
ン、街頭キャン
ペーンを実施し、
美化意識の高揚を
図る。

市民、
自治
会、企
業、団
体

定
例
定
型

美化キャン
ペーンの実
施

年２回 年２回 年２回 10,924 ２回

美化ｷｬﾝﾍﾟｰﾝは、目
標値の２回の実施で
きた。街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
の効果も併せて、環
境美化の高揚を図る
目的の成果は達成で
きた。

Ａ 美化推進事業

市民の美化意識
の高揚を図り、
ごみ一つ落ちて
いない、きれい
な海岸、きれい
な町並みを目指
します。

市民、
観光客

定
例
定
型

海岸及び街
頭美化キャ
ンペーン
年間実施回
数

年２回 年２回 年２回 11,577 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

7
海岸美化推進
事業

美化キャン
ペーンクリー
ン茅ヶ崎の実
施

参加人数
計3500
人

計3479
人

486 美化推進事業

美化キャン
ペーンクリー
ン茅ヶ崎の実
施

参加人数
計3500
人

360
維
持

7
海岸美化推進
事業

街頭キャン
実施

実施回数 年２回 年２回 美化推進事業
海岸及び街頭
美化キャン 実施回数 年２回

予
算
な

7
事業 ペーンの実施

実施回数 年２回 年２回 美化推進事業 美化キャン
ペーンの実施

実施回数 年２回
な
し

7
海岸美化推進
事業

湘南海岸をき
れいにする会
への参加

理事会等出席
回数

年６回 年５回 美化推進事業
湘南海岸をき
れいにする会
への参加

理事会等出
席回数

年５回

予
算
な
し

7
海岸美化推進
事業

海岸に設置し
たごみ箱及び
ごみ持ち帰り
啓発用看板の
維持管理

設置箇所数 １９ヶ所 １９ヶ所 美化推進事業

海岸に設置し
たごみ箱及び
ごみ持ち帰り
啓発用看板の
維持管理

設置箇所数 19箇所

予
算
な
し

7
海岸美化推進
事業

（財）かなが
わ海岸美化財
団の支援

負担金の支出
回数

年４回 年４回 6,654 美化推進事業
（財）かなが
わ海岸美化財
団の支援

負担金の支
出回数

年４回 7,230
維
持

7
海岸美化推進
事業

設置したごみ
箱内のごみ回
収

回収日数 年160日 年161日 3,784 美化推進事業
設置したごみ
箱内のごみ回
収

回収日数 年160日 3,237
維
持

7
海岸美化推進
事業

美化推進事業

美化運動事業
を実施する団
体の事業費の
一部助成

補助金交付
の団体数

２６団体 350
維
持

7
海岸美化推進
事業

美化推進事業
地区一斉清掃
団体へのゴミ
袋の配布

申請団体数 ３５団体 355
維
持

7
海岸美化推進
事業

美化推進事業
桂川・相模川流域
協議会への参加

運営委員会
への出席

年１１回 45
維
持
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23年度 24年度 25年度 71,374 71,374 25年度 26年度 27年度 112,995 112,995

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成２４年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

701 総
美化運動推進
団体支援事業

地域清掃等をして
いる団体を支援
し、環境美化を推
進する。

環境美
化を推
進して
いる団
体

定
例
定
型

美化運動実
施補助金交
付団体

２４団体 ２４団体 ２４団体 652 ２６団体

地域清掃活動してい
る団体からの申請は
概ね目標値に達し、
環境美化推進を目的
とする事業の達成に
向け成果がでてい
る。

Ａ

701
美化運動推進
団体支援事業

美化運動事業
を実施する団
体の事業費の
一部助成

補助金交付の
団体数

２４団体 ２６団体 337 Ｎｏ．７へ統合

701
美化運動推進
団体支援事業

地区一斉清掃
団体へのゴミ
袋の配布

申請団体数 100団体 34団体 270 Ｎｏ．７へ統合

701
美化運動推進
団体支援事業

桂川・相模川
流域協議会へ
の参加

運営委員会へ
の出席

年１２回 年１１回 45 Ｎｏ．７へ統合

8 総
衛生害虫等駆
除事業

衛生害虫等の発生
の防止、危険害虫
（スズメバチ）の
巣の駆除等を行
い、公衆衛生の向
上等に寄与する。

希望す
る市
民、指
定業者

定
例
定
型

危険害虫
（スズメバ
チ）の巣の
駆除件数

年
 ２２０件

年
 ２２０件

年
 ２２０件

970 100%

目標値を１００％達
成し、公衆衛生、ま
たは市民安全の向上
という事業の目的の
達成に向け効果が出
ている。

Ａ 環境衛生対策事
業

危険害虫（スズ
メバチ）の被害
から市民の安全
を確保し又、台
風等による浸水
被害の後の、衛
生害虫の発生を
未然に防止しま
す。
空き地の管理の
適正化を図りま
す。

市民

定
例
定
型

（ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁ
の巣の除
去・床下消
毒）申込
者、空き地
等の雑草の
苦情者への
対応率

100% 100% 100% 2,114 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

8
衛生害虫等駆
除事業

危険害虫（ス
ズメバチ）の
巣の駆除等の
実施

ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁの巣
の除去申込者
への対応率

100% 100% 935
環境衛生対策事
業

危険害虫（ス
ズメバチ）の
巣の駆除等の
実施

ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁの
巣の除去申
込者への対
応率

100% 1,785
維
持

8
衛生害虫等駆
除事業

浸水被害によ
る衛生害虫の
発生防止、殺
菌のための床
下等消毒

床下消毒申込
者への対応率

100％ 100％ 35
環境衛生対策事
業

浸水被害によ
る衛生害虫の
発生防止、殺
菌のための床
下等消毒

床下消毒申
込者への対
応率

100％ 74
維
持

8
衛生害虫等駆
除事業

環境衛生対策事
業

苦情相談の受
付及び現地調
査

窓口開設日
数

244日 255
維
持

査

8
空き地等浄化
推進事業

苦情相談の受
付

苦情者への対
応率

100％ 100％
環境衛生対策事
業

苦情相談の受
付

苦情者への
対応率

100％

予
算
な
し

8
空き地等浄化
推進事業

現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件数 年９０件 年９１件
環境衛生対策事
業

現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件
数

年９０件

予
算
な
し

9 総
墓地管理等事
務事業

市有墓地及び無縁
墓地の管理、墓地
改葬の許可事務並
びに墓地埋葬法第
９条による埋葬を
行う。

市有墓
地使用
者、無
縁墓地
被葬
者、改
葬許可
申請人

定
例
定
型

墓地及び埋
葬に関する
法律第９条
に基づく埋
葬等

３件 ３件 ３件 630 2

目標値３件に対し２
件であったが、申請
に対し滞りなく実施
できた。

Ａ 墓地管理等事務
事業

  市有墓地・無
縁墓地の管理、
墓地改葬の許
可、身寄りや引
取手のない遺体
の火葬及び埋葬
を実施します。
墓地等の経営の
許可等の事務を
行う。

墓地、
埋葬に
関する
法律第
９・１
０条該
当者

定
例
定
型

墓地及び埋
葬に関する
法律第９条
に基づく埋
葬等

年２件 年２件 年２件 681 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
墓地管理等事
務事業

市有墓地の管
理

市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

１６ヶ所
(11地区)

60
墓地管理等事務
事業

市有墓地の管
理

市有墓地箇
所数

１６ヶ所
(11地区)

55
維
持

9
墓地管理等事
務事業

無縁墓地の管
理

無縁墓地箇所
数

１ヶ所 １ヶ所 112
墓地管理等事務
事業

無縁墓地の管
理

無縁墓地箇
所数

１ヶ所 156
維
持

9
墓地管理等事
務事業

法令の規定に
基づく改葬許
可書の交付

申請受付件数 年７０件 年２０件
墓地管理等事務
事業

法令の規定に
基づく改葬許
可書の交付

申請受付件
数

年３０件

予
算
な
し

9
墓地管理等事
務事業

埋葬又は火葬
を行う者がな
い死体等の引
取り及び葬儀

処理件数 年３件 年２件 458
墓地管理等事務
事業

埋葬又は火葬
を行う者がな
い遺体等の引
取り及び葬儀

処理件数 年２件 470
維
持

9
墓地管理等事
務事業

墓埋法権限移
譲に伴う墓地
の経営等の許
可

許可件数 年２件 年０件
墓地管理等事務
事業

墓埋法権限移
譲に伴う墓地
の経営等の許
可

許可件数 年２件

予
算
な
し

702 総
空き地等浄化
推進事業

空き地等の雑草の
苦情相談に対応
し、環境の浄化を
推進する。

苦情
者、地
権者

定
例
定
型

苦情受付件
数

年９０件 年９０件 年９０件 100%

空き地の雑草の現地
調査が目標の年９０
件とほぼ同件数の９
１件であった。現地
調査及び地権者への
是正指導等、適正に
処理でき苦情対応が
出来ている。

Ａ

702
空き地等浄化
推進事業

苦情相談の受
付

苦情者への対
応率

100％ 100％ Ｎｏ．８へ統合

空き地等浄化
現地調査及び

702
空き地等浄化
推進事業

現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件数 年９０件 年９１件 Ｎｏ．８へ統合

10 総
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

茅ヶ崎駅改良計画
に合わせた南口公
衆便所の全面的な
リニューアル

利用す
る市民
等

政
策
事業の進捗
状況

改修等の検
討

改修等の検
討

全面改修す
る公衆便所
数１カ所

630
２５年
度継続

茅ヶ崎駅改良工事の
遅れに伴い南口公衆
便所の改修工事も遅
れている。

Ｂ 茅ヶ崎駅南口公
衆便所整備事業

２５年度のJR
茅ヶ崎駅改修計
画に合わせて駅
南口公衆便所を
全面改修しま
す。

市民、
茅ヶ崎
駅利用
者

政
策

全面改修す
る公衆便所
数

１箇所
０箇所
（－）

０箇所
（－）

42,780
現状維
持

な
し

なし
維
持
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事務事業の目的に対
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象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

10
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

茅ヶ崎駅改良計
画に合わせた南
口公衆便所の全
面的なリニュー
アル

既存撤去、新
設設計

24年度
内

２５年度
継続

630
茅ヶ崎駅南口公
衆便所整備事業

茅ヶ崎駅改良
計画に合わせ
た南口公衆便
所の全面的な
リニューアル

全面改修工
事

25年度
内

42,780
維
持

10
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

茅ヶ崎駅南口公
衆便所整備事業

南口公衆便所
のリニューア
ルに伴う仮設
便所の設置

仮設便所の
設置

25年度
内

0

予
算
な
し

予算につ
いては、総
括セルＮＯ
５ 公衆便
所維持管
理事業に
含まれる。
（１００万
円）

11 総
大気環境保全
調査事業

大気汚染を未然に
防止するため、各
種測定、検査など
を行い大気の状況
を把握する。

市民及
び市内
の事業
所

定
例
定
型

大気立入件
数

大気調査地
点数

５０件

５４地点

５０件

６９地点

５０件

７９地点
2,482

５０件　　
８４地点

大気中の窒素酸化物
等の測定を行い大気
汚染の状況を把握し
た。また、県条例の
申請・届出の審査や
立入調査の実施によ
り、公害を未然に防
止することができ
た。

Ａ 大気環境保全調
査事業

工場・事業
場からの大
気汚染物質
排出量の削
減を図り、
大気の環境
基準適合を
目指す。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

大気立入件
数

年５０件 年５０件 年５０件 3,060

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

11
大気環境保全
調査事業

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（一般環境）

測定地点数 ４５地点 ４５地点 489
大気環境保全調
査事業

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（一般環境）

測定地点数 ４５地点 500

業
務
計
画

維
持

11
大気環境保全
調査事業

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（道路沿線）

測定地点数 ２４地点 ３９地点
大気環境保全調
査事業

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（道路沿線）

測定地点数 ３９地点

業
務
計
画

予
算
な
し

11
大気環境保全
調査事業

県条例（大
気）に基づく
立入件数

大気立入件数 ５０件 ５０件
大気環境保全調
査事業

大気汚染防止
法、県条例
（大気）に基
づく立入調査

大気立入件
数

年５０件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
大気環境保全
調査事業

大気環境保全調
査事業

VOC排出量
削減に向けた
立入調査

大気立入件
数

年１５件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
大気環境保全

市内の大気
（ダイオキシ
ン類 有害大 測定地点数 １地点 １地点

大気環境保全調

市内の大気（ダ
イオキシン類・
有害大気 染物 測定地点数 １地点

業
務 維

円）

11
大気環境保全
調査事業

ン類・有害大
気汚染物質）
の状況の把握

測定地点数 １地点 １地点 785
大気環境保全調
査事業

有害大気汚染物
質）の状況の把
握

測定地点数 １地点 1,040
務
計
画

維
持

11
大気環境保全
調査事業

市内の大気
（オキシダン
ト）の状況の
把握

測定地点数 １地点 １地点 1,208
大気環境保全調
査事業

市内の大気
（オキシダン
ト）の状況の
把握

測定地点数 １地点 1,520

業
務
計
画

維
持

11
大気環境保全
調査事業

アスベスト調
査の庁内調整
をして実施を
図り、安全を
確認する

調査の実施時
期

平成24
年１２月

平成24
年１２月

大気環境保全調
査事業

アスベスト調
査の庁内調整
をして実施を
図り、安全を
確認する

調査の実施
時期

平成25
年12月

業
務
計
画

予
算
な
し

11
大気環境保全
調査事業

県条例届出等
の審査（大気
関係）

窓口開設日数 245日 245日
大気環境保全調
査事業

県条例届出等
の審査（大気
関係）

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

11
大気環境保全
調査事業

大気汚染防止
法に係る届出
の審査及び指
導

窓口開設日数 245日 245日
大気環境保全調
査事業

大気汚染防止
法に係る届出
の審査及び指
導

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総
水・土壌環境
保全調査事業

河川等の水質の状
況を把握するとと
もに事業場等の排
水を監視して、水
環境を保全する。
また、土壌汚染に
ついて適切な指導
を行う

市民及
び市内
の事業
所

政
策

排水検査立
入件数（水
濁法特定事
業場以外の
ものを含
む）

２４件 ２４件 ２４件 11,975 ２５件

河川等の水質の状況
を把握するとともに
立入調査により事業
場等の排水を監視し
た。また、法、条例
の届出、申請を審査
することにより、公
害を未然に防止する
ことができた。

Ａ 水・土壌環境保
全調査事業

公共用水域等
の水質の現状
の把握や工場
等の排水を監
視し、公害を
未然防止する
とともに、水
環境を保全す
る。土壌環境
については、
事業者を指導
し、市民の健
康を保護す

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

水質汚濁防
止法年間立
入調査件数

年６５件 年６５件 年６５件 11,375

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
減
ら
す

康 保護す
る。

12
水・土壌環境
保全調査事業

県測定計画
に基づく公
共用水域
（河川）水
質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 １地点 2,520
水・土壌環境保
全調査事業

県測定計画に基
づく公共用水域
（河川）水質常
時監視の実施

測定地点数 １地点 2,106

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変革 ▲３６回
年間の測定
回数 25

河川水質常時
監視につい
て、適切な水
準を確保しな
がら測定項目
及び頻度を見
直し、効率化
を図る。

減
ら
す

12
水・土壌環境
保全調査事業

県測定計画に
基づく公共用
水域（海域）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 １地点 1,487
水・土壌環境保
全調査事業

県測定計画に
基づく公共用
水域（海域）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 1,710

業
務
計
画

維
持

12
水・土壌環境
保全調査事業

県測定計画に
基づく地下水
水質常時監視
の実施

測定地点数 ２１地点 ２１地点 2,016
水・土壌環境保
全調査事業

県測定計画に
基づく地下水
水質常時監視
の実施

測定地点数 20地点 2,150

業
務
計
画

維
持

12
水・土壌環境
保全調査事業

海水浴場水質
調査の実施

測定地点数 １地点 １地点 420
水・土壌環境保
全調査事業

海水浴場水質
調査の実施

測定地点数 １地点 580

業
務
計
画

維
持

12
水・土壌環境
保全調査事業

排水検査
立入件数

排水検査立入
件数（水濁法
特定事業場以
外を含む）

２４件 ２５件 264
水・土壌環境保
全調査事業

排水検査
立入件数

排水検査立
入件数（水
濁法特定事
業場以外を
含む）

年２５件 400

業
務
計
画

維
持

12
水・土壌環境
保全調査事業

市内の河川・
土壌（ダイオ
キシン類）の

測定地点数

河川
　3地点
土壌

河川
　3地点
土壌

391
水・土壌環境保
全調査事業

市内の河川・
土壌（ダイオ
キシン類）の

測定地点数 4地点 490

業
務
計

維
持12

保全調査事業 キシン類）の
状況の把握

測定地点数
土壌
　1地点

土壌
　1地点

391
全調査事業 キシン類）の

状況の把握

測定地点数 4地点 490
計
画

持
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23年度 24年度 25年度 71,374 71,374 25年度 26年度 27年度 112,995 112,995

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成２４年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

12
水・土壌環境
保全調査事業

市内の河川の
水質の状況を
把握する

BOD（年平
均値）が３
mg/L以下の
地点数

１／９
地点

２／９
地点

4,877
水・土壌環境保
全調査事業

市内の河川の
水質の状況を
把握する

BOD（年
平均値）が
３mg/L以
下の地点数
（９地点
中）

２地点 3,939

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変革
▲１項目 　
・再リース

測定項目の
見直し・測
定機器の経
済的なリー
ス

25

市内河川自主
測定につい
て、河川水中
大腸菌群数の
委託を廃止す
る。測定機器
について
は、、ICP発光
分光分析装置
のリース期間
終了後は再
リース契約と
する。

減
ら
す

12
水・土壌環境
保全調査事業

水質汚濁防止
法に係る届出
の審査及び指
導

届出件数 年３６件 年４０件
水・土壌環境保
全調査事業

水質汚濁防止
法に係る届出
の審査及び指
導

届出件数 年２６件

業
務
計
画

予
算
な
し

12
水・土壌環境
保全調査事業

土壌汚染対策
法・県条例（土
壌）届出等の審
査及び公害防止
指導

届出件数 年３７件 年３４件
水・土壌環境保
全調査事業

土壌汚染対策
法・県条例（土
壌）届出等の審
査及び公害防止
指導

届出件数 年３４件

業
務
計
画

予
算
な
し

12
水・土壌環境
保全調査事業

汚染土壌処理
業の許可

窓口開設日数 ２４５日 ２４５日
水・土壌環境保
全調査事業

汚染土壌処理
業の許可

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

12
水・土壌環境
保全調査事業

県条例届出等
の審査（水質
関係）

窓口開設日数 ２４５日 ２４５日
水・土壌環境保
全調査事業

県条例届出等
の審査（水質
関係）

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

12
水・土壌環境
保全調査事業

水・土壌環境保
全調査事業

水質事故防止立
入調査

立入件数 年３０件

業
務
計
画

予
算
な
し

12
水・土壌環境
保全調査事業

水・土壌環境保
全調査事業

小規模事業所土
壌汚染立入調査

立入件数 年８件

業
務
計

予
算
な

画 し

13 総
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音・振動等の状
況を把握し、生活
環境の保全を図
る。

市民及
び市内
の事業
所

定
例
定
型

騒音測定地
点数

自動車交通
１１地点

航空機
４地点

自動車交通
１０地点

航空機
４地点

自動車交通
１１地点

航空機
４地点

8,140

自動車交
通１０地
点　　　
航空機４
地点

道路交通騒音等の測
定を行った。また、
法、条例の届出、申
請を審査することに
より、公害を未然に
防止することができ
た。

Ａ 騒音・振動・悪
臭対策調査事業

環境騒音測定
において、全
地点での環境
基準適合を目
指す。公害苦
情発生時に騒
音等の状況を
調査し、公害
発生事業者を
指導すること
により、生活
環境の保全を
図る。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

環境騒音環
境基準適合
率（適合地
点数／測定
地点数）×
100

100% 100% 100% 3,555

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音規制法に
基づく自動車
騒音常時監視
の実施

測定地点数 ２地点 ２地点 1,061
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音規制法に基
づく自動車騒音
常時監視の実施

測定地点数 ３地点 1,974

業
務
計
画

維
持

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の道路交
通騒音及び振
動の状況の把
握

測定地点数 ８地点 ８地点
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の道路交
通騒音及び振
動の状況の把
握

測定地点数 ８地点 129

業
務
計
画

維
持

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の道路騒
音及び振動の
状況の把握
（他部課から
の依頼分）

測定地点数 ３地点 ３地点
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の道路騒
音及び振動の
状況の把握
（他部課から
の依頼分）

測定地点数 ２地点

業
務
計
画

予
算
な
し

13
騒音・振動・
悪臭対策調査

市内の環境騒
音の状況の把 測定地点数 ３０地点 ３０地点 664

騒音・振動・悪
市内の環境騒
音の状況の把 測定地点数 ３０地点 500

業
務 維

13 悪臭対策調査
事業

音の状況の把
握

測定地点数 ３０地点 ３０地点 664
臭対策調査事業

音の状況の把
握

測定地点数 ３０地点 500
計
画

持

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音規制法、
振動規制法
（特定事業
場）届出の審
査及び指導

届出件数 年１３件 年２０件
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音規制法、
振動規制法
（特定事業
場）届出の審
査及び指導

届出件数 年２０件

業
務
計
画

予
算
な
し

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音規制法、
振動規制法
（特定建設作
業）届出の審
査及び指導

届出件数 年４５件 年３７件
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音規制法、
振動規制法
（特定建設作
業）届出の審
査及び指導

届出件数 年３７件

業
務
計
画

予
算
な
し

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

　 　 　
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

飲食店等
夜間騒音調査

調査件数 １２件

業
務
計
画

予
算
な
し

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

臭気指数によ
る悪臭の規制
の実施

調査回数 年１回 年０回 118
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

臭気指数によ
る悪臭の規制
の実施

調査回数 年１回 93

業
務
計
画

維
持

13
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の航空機
騒音の状況を
把握する

測定地点数 ４地点 ４地点 6,297
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の航空機
騒音の状況を
把握する

測定地点数 ４地点 859

業
務
計
画

維
持

13
騒音・振動・
悪臭対策調査

県条例届出等
の審査（騒

窓口開設日数 ２４５日 ２４５日
騒音・振動・悪

県条例届出等
の審査（騒 窓口開設日

244日

業
務

予
算

13 悪臭対策調査
事業

の審査（騒
音・振動・悪
臭関係）

窓口開設日数 ２４５日 ２４５日
騒音 振動 悪
臭対策調査事業

の審査（騒
音・振動・悪
臭関係）

窓口開設日
数

244日
務
計
画

算
な
し
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23年度 24年度 25年度 71,374 71,374 25年度 26年度 27年度 112,995 112,995

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成２４年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

14 総
地盤沈下対策
調査事業

水準点の標高の変
動量を把握するこ
とにより地盤沈下
の未然防止を図る

市民

定
例
定
型

測量水準地
点数

５１地点 ５１地点 ５１地点 3,360 ５１地点

水準点の標高の変動
量を測定したとこ
ろ、地盤沈下は認め
られなかった。ま
た、県条例に基づく
地下水採取規制の事
務により、公害を未
然に防止することが
できた。

Ａ 地盤沈下対策調
査事業

 地下水採取を
規制するこ
と、また精密
水準測量によ
る地盤変動量
を監視するこ
とにより、地
盤沈下の未然
防止を図る。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

沈下量年間
１cm以上
の地盤沈下
面積

0.00k㎡ 0.00k㎡ 0.00k㎡ 3,608 未 中 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

14
地盤沈下対策

市内の水準点
の標高の測定

沈下量年間１
以上の地盤 000k㎡ 000k㎡

地盤沈下対策調
市内の水準点
の標高の測定

沈下量年間
１㎝以上の

000k㎡
維

14
地盤沈下対策
調査事業

の標高の測定
及び分析

㎝以上の地盤
沈下面積

0.00k㎡ 0.00k㎡ 3,360
地盤沈下対策調
査事業

の標高の測定
及び分析

１㎝以上の
地盤沈下面
積

0.00k㎡ 3,608
維
持

14
地盤沈下対策
調査事業

県条例地下水
採取（地盤沈
下）関連の届
出等の審査及
び許可

窓口開設日数 ２４５日 ２４５日
地盤沈下対策調
査事業

県条例地下水
採取（地盤沈
下）関連の届
出等の審査及
び許可

窓口開設日
数

244日

予
算
な
し

15 総
環境保全啓発
指導事業

公害防止、環境保
全意識の高揚を図
る

市民及
び市内
の事業
所

定
例
定
型

啓発事業数

公害苦情件
数

８事業

１３５件

８事業

１３５件

８事業

１３５件
1,672

８事業　　
１００% 
 (公害苦
情件数 
１１４
件)

公害防止、環境保全
意識の高揚を図るた
めの事業は全て実施
でき、公害苦情につ
いては、受付けた苦
情は迅速に対応し、
公害の早期解決を
図った。

Ａ 環境保全啓発指
導事業

公害苦情に関
して原因究明
を行い、原因
事業者等に指
導し公害の発
生を防ぐ。市
民に対して環
境保全に対す
る意識の高揚
を図る啓発を
行い、生活騒
音の苦情件数
を減少させ
る。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

公害苦情者
への対応率

100% 100% 100% 1,889 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

15
環境保全啓発
指導事業

公害防止のた
めの情報収集
及び啓発活動

実施事業数 ８事業 ８事業 257
環境保全啓発指
導事業

公害防止のため
の情報収集及び
啓発活動

実施事業数 ８事業 288
維
持

15
環境保全啓発
指導事業

市民参加によ
るNOｘ測定

実施回数 年２回 年２回 120
環境保全啓発指
導事業

市民参加によ
るNOｘ測定

実施回数 年２回 300
維
持

15
環境保全啓発
指導事業

市民からの苦
情や事故の通
報に基づく対
象者への改善
指導

苦情者への対
応率

100％ 100％ 1,285
環境保全啓発指
導事業

市民からの苦
情や事故の通
報に基づく対
象者への改善
指導

苦情者への
対応率

100％ 1,291
維
持

指導 指導

15
環境保全啓発
指導事業

神奈川県県市
環境保全事務
連絡協議会

協議会活動
（一般会員）

平成25
年３月ま
で

平成25
年３月ま
で

10
環境保全啓発指
導事業

神奈川県県市
環境保全事務
連絡協議会

協議会活動
（一般会
員）

平成26
年3月ま
で

10
維
持

16 総
放射線調査対
策事業

市民の放射能に対
する不安を解消す
るため、各種取り
組みを行う

市民及
び市内
の事業
所

政
策

茅ヶ崎市放
射線関係対
策会議、
茅ヶ崎市放
射線対策作
業部会の開
催

年４回 年４回 年４回 2,290 年６回

放射線関係対策会議
及び作業部会の審議
により、市公共施設
の放射線測定、放射
線測定器市民貸し出
し、食品放射能測定
などの取り組みが実
施できた。

Ａ 放射線調査対策
事業

放射線量測定
器の貸し出し
や市公共施設
の放射線測
定、さらに一
般に流通して
いる食品等の
放射性物質濃
度測定を行
い、その結果
の公表を行
う。

市民
政
策

茅ヶ崎市放
射線関係対
策会議、
茅ヶ崎市放
射線対策作
業部会の開
催回数

年２回 年２回 年２回 1,113 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

16
放射線調査対
策事業

放射線量測定
器貸出

貸出窓口開設
日数

２４５日 ２４５日
放射線調査対策
事業

放射線量測定
器貸出

窓口開設日
数

244日

予
算
な
し

16
放射線調査対
策事業

市公共施設放
射線量測定

市公共施設放
射線量測定回
数

年２回 年２回
放射線調査対策
事業

市公共施設放
射線量測定

放射線量測
定回数

年１回 176

１２月実施予
定の小中学校
の空間放射線
量測定結果を
基に放射線関
係対策会議に
諮り、２６年
度の測定計画
を決定予定。

維
持

16
放射線調査対
策事業

食品放射能測
定

測定窓口開設
日数

２４５日 ２４５日 2,290
放射線調査対策
事業

食品放射能測
定

窓口開設日
数

244日 937
維
持

16
放射線調査対
策事業

茅ヶ崎市放射線
関係対策会議、
茅ヶ崎市放射線
対策作業部会の
開催

会議開催回数 年４回 年６回
放射線調査対策
事業

茅ヶ崎市放射線
関係対策会議、
茅ヶ崎市放射線
対策作業部会の
開催

会議開催回
数

年２回

予
算
な
し

703 総

（仮称）茅ヶ崎
市小規模水道及
び小規模受水槽
水道における安
全で衛生的な飲
料水の確保に関
する条例の制定

平成25年度に水道法
に関する事務が権限
移譲されるため、必
要な条例等の制定を
行う。条例の制定に
より水道法規模未満
の施設を規制するこ
とができ、市民等の
公衆衛生のさらなる
向上が図れます。

市民及
び市内
の事業
所

政
策

水道法に関
わる条例の
制定

平成25年
３月まで

平成２５
年２月ま
で　　　　
条例・規
則・細則
３件

平成25年度の水道
法関連事務の権限移
譲前に、必要な条例
等の制定を行い、市
民の公衆衛生のさら
なる向上を図った。

Ａ

703

（仮称）茅ヶ崎
市小規模水道及
び小規模受水槽
水道における安
全で衛生的な飲
料水の確保に関
する条例の制定

水道法に関わ
る条例の制定

水道法に関わ
る条例の制定

平成25
年３月ま
で

平成25
年３月ま
で

17 総
水道法に関す
る事務事業

水道法に関する
事務事業

市民の健康で快
適な生活環境を
守るため、水道
施設の衛生管理
等の監視指導
や、事業者によ
る自主管理の推
進を図る。

市民・
専用水
道等設
置事業
者

政
策

貯水槽水道
の管理の検
査結果報告
の年間受理
件数

年２９８件 年２９８件 年２９８件 230

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

17
水道法に関す
る事務事業

水道法に関する
事務事業

貯水槽水道の
管理の検査結
果報告の年間
受理件数

検査結果報
告受理件数

年298件

業
務
計
画

予
算
な
し

17
水道法に関す
る事務事業

水道法に関する
事務事業

水道法、市条
例に基づく立
入検査件数

立入検査件
数

年280件 230

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 71,374 71,374 25年度 26年度 27年度 112,995 112,995

事
業
№

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

平成２４年度評価

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）目標値

活動
実績値

目標値
（第１次実施計画）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

課かい名

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

環境保全課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

環境保全課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 目標

（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

平成２５年度計画

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

17
水道法に関す
る事務事業

水道法に関する
事務事業

水道法届出等
の審査

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

18 総
航空機騒音測
定装置整備事

航空機騒音測定

厚木海軍飛行
場関連の航空
機騒音に係る
環境基準の達
成状況を把握
する。また、
同環境基準の
見直しの資

市民
政
航空機騒音
測定装置更 ０台 ０台 ０台 未 高 高 高

現状維 な
なし

増
や18 総 定装置整備事

業

航空機騒音測定
装置整備事業

見直しの資
料、市民への
情報提供、国
等関係機関へ
騒音軽減の要
請活動を実施
する際の資料
として活用す
る。

市民
政
策
測定装置更
新台数

０台 ０台 ０台 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし や
す

18
航空機騒音測
定装置整備事
業

航空機騒音測定
装置整備事業

航空機騒音測
定装置更新台
数

更新台数 ０台
増
や
す

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等を伴う
諸現象による同時
多発的災害が発生
した場合に、被害
を軽減し、応急対
策活動を課として
迅速的確に対処す
る

全市民
等

33
災害応急対策活
動

本市域に同時
多発的災害が
発生した場合
に、迅速、的
確に対処す
る。また、遺
体の収容に関
しては、災害
で発生した遺
体を適正に収
容できるよう
にする。身元
不明の災害死
亡者の服装や
所持品を写真
付きで遺体と
ともに保管す
る。

市民、
事業
所、災
害死亡
者の関
係者

定
例
定
型

12 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動にお
ける課（班）
の内容の検証
及び見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせ見直す

随時
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動にお
ける課（班）
の内容の検証
及び見直し

防災対策強
化実行計画
に合わせ見
直す

年１回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

課の業務継続
計画の策定

課の業務継続
計画の策定

平成25
年３月ま
で

平成25
年2月

災害応急対策活
動

課の業務継続
計画の内容の
見直し

業務継続計
画の内容の
見直し

年１回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

避難所等の消
毒、衛生害虫
駆除の業者手
配を行う

消毒業者の手
配

随時
災害応急対策活
動

避難所等の消
毒、衛生害虫
駆除の業者手
配を行う

消毒業者の
手配

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

遺体収容・安
置施設の確
保、身元不明
遺体の処置等
を行う

多数遺体収容
訓練の実施

年１回 33
災害応急対策活
動

遺体収容・安
置施設の確
保、身元不明
遺体の処置等
を行う

多数遺体収
容訓練の実
施

年１回 12
維
持

888
災害応急対策
活動

公衆浴場の被
害状況把握、
再開支援、仮
設入浴施設を
確保する

公衆浴場の被
害状況調査の
実施

随時
災害応急対策活
動

公衆浴場の被
害状況把握、
再開支援、仮
設入浴施設を
確保する

公衆浴場の
被害状況調
査の実施

３ヶ所

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

公衆便所の被
害状況を調査
し、応急対策
を実施する。

公衆便所の被
害状況調査の
実施

随時
災害応急対策活
動

公衆便所の被
害状況を調査
し、応急対策
を実施する。

公衆便所の
被害状況調
査の実施

６ヶ所

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

ペットの避難
状況の情報収
集、ペットの
飼養指導、啓
発を行う

避難所等での
ペットの飼養
指導及び啓発

随時
災害応急対策活
動

ペットの避難
状況の情報収
集、ペットの
飼養指導、啓
発を行う

避難所等で
のペットの
飼養指導及
び啓発

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

指定事業所等
の被害状況把
握し 応急措

指定事業所等
の被害状況調 随時

災害応急対策活
動

指定事業所等
の被害状況把
握し 応急措

対象指定事
業所

187事業
所

予
算
な

888
活動

握し、応急措
置確認、関係
機関へ報告

の被害状況調
査の実施

随時
動

握し、応急措
置確認、関係
機関へ報告

業所 所 な
し

888 総 庁内共通事務 庁内共通事務

定
例
定
型

未 中 中 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し


